
【水素インフラ技術開発ロードマップ（サマリ版）】

ロードマップ策定の背景
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水素を取り巻く世界の動向/日本の現状と課題（2020年頃~2025年現在）

動
向

• 水素を産業化の観点も含め各国同様重要なエネルギーとして位置づけ。

• 燃料電池分野を中心に水素技術で世界をリード。世界に先駆けた大規模サプ

ライチェーン実証の成功など技術開発を着実に実施。

• 各国同様プロジェクトの延期・撤退はあるものの、グリーンイノベーション基金による

商用化のための技術開発・実証支援や水素社会推進法に基づく価格差支援

などを通じ、黎明期における事業を継続的に底支え。

• 「水素大動脈構想」の下、官民一体で水素・アンモニアのサプライチェーン整備と

利用拡大を進め、脱炭素社会の実現を目指す。

日

本

• カーボンニュートラル実現やロシアによるウクライナ侵略以後、経済安全保

障・エネルギー安全保障の観点で、各国で水素エネルギーの重要性が向上。

米国や欧州など水素サプライチェーン構築に向けた投資が加速。プロジェク

トの遅れやキャンセルがみられるものの、年々投資額が増加。

• 直近ではインフレ・政策的な方針転換などにより、水素を含むグリーン製品

の市場形成が停滞するものの、各国のサプライチェーン構築に向けた底堅い

動きは継続。

世

界

日
本
の
現
状
と
課
題

技術開発・実証の成果は着実に積みあがってきたものの、インフレ等を要因として大規模サプライチェーン整備に遅れが生じており、コスト低減が進んでいない状

況である。 2030年の水素供給コスト・導入量目標を、30円/Nm3（CIF価格)、最大300万t/年としているが、目標と現状との間に大きなギャップがある。

• 国際情勢や事業環境の変化等も背景に、豪州、中東、北米、東南アジアなどで進められている水素・アンモニア関連プロジェクトに遅延が生じている。

• 国内における低炭素水素等の製造コストが高く、低コスト化に時間を要する。

• Hard-to-Abate分野を含め、日本の短期的/長期的に見込まれる需要量が限定的である。

• 上記により利用側・供給側ともに大規模投資に踏み出しづらく、現状では、低廉な低炭素水素の導入の実現が難しい状況にある。

日本の水素社会実現に向けた方向性

【水素サプライチェーンの

早期構築・拡大】
国内製造・水素輸入や拠

点整備への政府による資金

的支援を充実し、大規模サ

プライチェーンの早期構築と

ともに需要の喚起を行い、

将来的に国内サプライチェー

ンの拡大を目指す。

【水素・アンモニアの戦略

分野の産業化】

国内の個別需要だけに注

目せず、国内外市場を一

体で捉え産業化を図り市

場獲得、コストダウンと需

要拡大の好循環を目指

す。

【合理的かつ適正な水素

利用環境の整備】
官民一丸となって科学的

データをベースに規制を合理

化・適正化し、適正な制度

整備を行うことで、安全を

確保しつつ、経済的・合理

的な利用環境の構築を目

指す。

供給・利用の拡大とコストの低減を両輪で推進し、

産業クラスターの形成を目指す。

【技術開発】 「技術で勝って、ビジネスでも勝つ」べく、グリーンイノベーション基金事業等で

世界に先行した技術開発により、技術確立や低コスト化や安全性・信頼性の向上など実

現するとともに、戦略的な国際標準化を進めることで競争力を高める。

2025 2030 2040 2050

技術開発の

ターゲット

※P45

政府目標
導入量

供給コスト

年間1,200万t
（水素・アンモニア合算）

30 円/Nm3

（CIF価格)
*2

10円台後半/Nm3

（CIF価格/ 熱量等価水素換算）

20円/Nm3以下(CIF価格）*2
化石燃料と同等程度の水準まで導入コスト低減

年間最大300万t
（内アンモニア導入量は水素換算で50万t)

年間2,000万t
(内アンモニア導入量は水素換算で500万t)

年間200万t(水素)*1

(内ほとんどが副生水素等のグレー水素,2024年）
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2030年以降の普及拡大に備えた水素サプライチェーンの早期

立ち上げに資する技術開発・実証の推進
低炭素水素の本格導入に向けた国内供給インフラの整備

水素社会実現に向けた

シナリオ

※P42

【水素サプライチェーンの早期立ち上げ】
• 国内における副生水素等のグレー水素*3の利用を進めながら、水電解による水

素の大量製造かつ製造コスト低減に向け、再エネ等の大量導入を進めたうえで、

水電解装置の大型化・大量生産に向けた技術開発・実証を進める（政府目

標：2030年までに国内外に15GW程度の水電解装置を導入）。

• 30年までに輸入水素・アンモニアによる大規模サプライチェーン（20万t/年規模

(水素)）の構築に目途をつける。

• パリティ価格が比較的高いFCV、特に商用自動車（HDV)を水素の早期需要

と想定し、重点地域とそれらをつなぐ幹線道路を中心に、整備費・運営費への

支援をもとに水素ステーション(HRS)を導入。供給利用拡大とコスト低減の両面

に取り組む。

• 需給一体的な創出を目指し、Hard to Abate分野や運輸・発電分野などの

水素利用技術の実証・一部社会実装を推進し、価格差支援などにより、将来

の産業競争力につながる黎明期のユースケース作りを戦略的に進めていく。

輸入：大規模サプライチェーンの構築に向けた大型化や高効率化などの要素技

術開発を実施し、それらをもとにしたサプライチェーン実証により技術検証を行う。

発電：混焼技術・専焼技術の社会実装に向けた開発・実証を行う。

製造：「実証の場」の構築を通じた水電解装置の市場競争力確保のための変

動電力対応や再エネ大規模化・大量生産などに向けた技術仕様を確立する。

輸送：将来的な国内インフラ網の本格導入に向けて、多様な需要側のユースケー

スへの対応を想定した低コストな輸送技術を確立する。

黎明期における水素利用の安全性・信頼性の担保、低コスト化に資する共通基

盤技術の構築や規制合理化・適正化を実施。戦略的な国際標準化推進のた

めの体制を構築する。

輸入：低炭素水素の本格普及にむけ、大規模サプライチェーンの導入拡大を行

い、更なる低コスト化を図る。

発電：水素供給インフラが構築されたのちの導入拡大に向け、高混焼技術/専

焼技術の実証・商用化実証を推進する。

製造：水電解技術市場を国内外一体に捉え、そのシェア獲得に向けた、量産

化・大型化と要素技術開発の進展による更なる低コスト化を実現する。

輸送：ハブ・アンド・スポーク*3による国内輸送インフラ網構築に向けた輸送技術の

実証を通じた技術立証を行う。地域における自立分散型、地産地消型モデルの

構築の推進する。

導入普及期における安全性・信頼性確保に向けた共通基盤の活用展開、規制

合理化・適正化を実施。戦略的に重点分野の国際標準化を推進する。

製造：国内における水電解技術の市場拡大による

更なる低コスト化を実現する。新たな水素製造技術

の実証/社会実装を推進する。

輸送：ハブ・アンド・スポークにより整備された国内供

給インフラを需要のニーズに合わせた最適化を図り、

更なる低コスト化を推進する。

【大規模サプライチェーン構築に向けた各輸送キャリアにおける大規模化・

高効率化に向けた要素技術開発・実証】
• 各キャリア（液化水素、MCH、アンモニア）における大規模化・高効率化・安全

性・信頼性向上に資する要素技術開発

• 大規模サプライチェーン構築を見通すためのサプライチェーン実証（液化水素3万t/

年規模）

【高混焼・専焼の要素技術開発・実証】
水素
• ガスタービン混焼：30vol%混焼の実機実証 / 高混焼の要素技術開発
• ガスタービン専焼：マルチクラスター型ガスタービンの技術開発
アンモニア
• 石炭ボイラ混焼: 20cal%混焼技術実装の商用化に向けたインフラ整備 / 高混焼

(50-60cal%)の実機実証
• ガスタービン専焼：２MW級アンモニア専焼技術の実証完了 / 大型燃焼器の技
術開発・実証

【実証サイトの商用規模化・商用サプライチェーンの拡大】
• 実証サイトの商用規模化・運用実施。その後、サプライチェーン導入拡大の推進し、

低コスト化を図る

「1サプライチェーンあたり20万t/年（水素）想定」

「1サプライチェーンあたり数十万t/年（アンモニア）規模想定」

【高混焼・専焼技術の商用化】
水素

• ガスタービン混焼：ガス火力30vol%混焼技術の商用展開、専焼を見据えた高混

焼技術の実証

• ガスタービン専焼：大型専焼技術の実証

アンモニア

• 石炭ボイラ混焼： 50-60cal％混焼技術の商用展開

• ガスタービン専焼：専焼技術の商用化・導入拡大

【専焼技術の社会実装】
水素

• ガスタービン専焼：専焼技術の商用化・導入拡大

アンモニア

• ガスタービン専焼：専焼技術トの導入拡大

【「実証の場」の構築を通じた水電解装置の

市場競争力確保・技術仕様の確立】
• 〈上流：系統・再エネと水電解との関係〉と〈下流：水電解と水素利用の関係〉の

把握による水電解システムの技術仕様・量産化指針の確立

• 評価解析プラットフォームの構築・運用など共通基盤に関する技術開発

• 材料・部材、セルスタック、システム、革新的な製造プロセスなど要素技術の開発

【安価なクリーン電力の有効利用、水電解装置の量産化と技術進展に

よる水素製造コストの低減、海外市場の獲得】
• 実証の場から市場形成への移行（AWE/PEMWE）

• 次世代電解槽（AEMWE/SOEC）の市場導入

「アルカリ形：6.6万円/kW (2040)*7」「PEM型：5.7万円/KW(2040)*8」

【新たな水素製造に関する基礎研究・要素技術開発】
• 新たな革新的な水素製造にかかる基礎研究・要素技術開発を実施（高温ガス炉、メタン利用製造技術（ターコイズ水素）や電解還

元/酸化有用合成技術等の化学製造技術、光触媒水分解・光電気化学（PEC)水分解等のソーラー水素製造技術、天然水素等）

【新たな水素製造技術の実証】
• 既存技術に対して価格競争力を見込み

得る新たな水素製造技術の実証

【新たな水素製造技術の社会実装】
• 新たな水素製造技術のプラント導入・大規模

化の推進

【内陸部を含む国内輸送インフラ網の最適化】
• 需要のニーズに合わせた最適化を図りながら、内陸部を

含む国内輸送網を確立

【多様なユースケースを想定した輸送に関する要素技術開発・実証】
• 多様な需要側のユースケースへの対応を想定し、既存インフラ活用を視野にいれた安

全かつ低コストな輸送技術（トレーラー、ローリー、鉄道、内航船、パイプライン）の確

立

【国内輸送インフラの本格的な構築に向けた実証】
• 国内の輸送インフラ拡大にむけ、既存インフラを最大限活用した輸送技術の大規

模実証を実施

【HRSシステム最適化に向けた検討】
• 今後の水素ステーションのインフラ維持・拡大にむけ、ステーションの設備システムの最

適化や国内インフラ網全体の在り方の検討

✓（共通）国内インフラ網全体の在り方、利用ケースごとのシナリオと代表的な仕

様の検討

✓（LDV向け）現状の課題・動向を踏まえたシステム最適化

• HDVを含むHRSの維持・拡大や今後の高稼働率化への対応に向け、足元のコスト

低減や耐久性・信頼性の向上に資する技術開発・規制見直しに向けた科学的デー

タの獲得

• フォークリフト等の産業車両用自家用水素供給・充填システムの開発、規制見直し

【HRSシステム最適化に向けた要素技術開発の継続と実証】
• HRSシステム最適化に向けた技術開発・実証を実施

✓ 例）標準化、モジュール化、コンパクト化 など

• フォークリフト等の産業車両や建機、農機などの多様な移動体への供給システム・

充填方法の検討

【HDV向けHRS確立に向けた技術開発の実施】
• 重点5地域におけるHDV向けHRSの導入にむけ、充填プロトコルや構成設備の大容

量・大流量化に関する技術開発を推進

【安全性・信頼性確保に資する共通基盤の構築】
• 安全性・信頼性に資する材料評価基盤の整備・材料開発

• 市場形成のための流通・社会基盤整備

【安全性・信頼性確保に向けた共通基盤の活用展開】
• 材料評価基盤の活用や開発した材料による機器・システム開発の推進

• 整備したデータ・プラットフォームにおける基盤データの拡充および利用促進

【技術開発・実証の推進に資する規制合理化・適正化】
• 技術開発・実証の推進に資する規制合理化・適正化に向けた戦略的データ獲得・

知見共有化

【社会実装のための規制合理化・適正化】
• 社会実装を見据えた低コスト化・利活用促進のための規制合理化・適正化に向

けた戦略的データ取得・知見共有化

保安等に係る

規制合理化・

適正化

国際標準化

人材育成・確

保、情報共有

【NEDO研究開発事業等を通じた水素産業に必要な人材プールの形成】
• NEDO研究開発事業等を通じた、産官学が連携した国際標準化・保安対応・研究開発・現場の専門人材（有資格者）などの水素関連分野の技術人材の確保・育成に向け

た取り組みの推進・情報共有の実施

【本格普及に向けた需要の拡大・供給インフラ整備の推進/

競争力のある水素関連技術の海外市場の獲得】
• 水電解技術は国内外の市場を一体的にとらえ、市場シェア獲得を狙う。国内において

は、副生水素等のグレー水素*3から段階的に低炭素化を進める形で、余剰電力など低

コストの再エネを利用した水電解装置による国内水素製造を最大限行い、低炭素水

素の導入量を拡大。

• 大規模サプライチェーンの導入を推進し、再エネ等が安価で豊富な国・地域からの低炭

素水素等の段階的な輸入拡大に取り組み、エネルギー供給源の多角化と供給コスト

の低減を図る。また、インフラ・利用技術の海外市場を獲得する。

• 国内の適切な需要規模や産業特性を有する地域での拠点整備を進め、適切な集

約・分散を行い、拠点とその周辺地域を海上輸送・パイプライン・鉄道・車両輸送

（ローリー・トレーラー）によりハブ・アンド・スポーク*4として結ぶことで、広範囲で需要創出

• 水素・アンモニアの混焼・専焼技術実証・商用化の推進により、ベースとなる燃料需要

を創出。HDV需要の拡大やHard to Abate分野などにおける水素利用を促進し、需

要規模の拡大とユースケースの多様化が進められる。また、利用技術の海外市場の獲

得も目指す。

【低炭素水素の本格普及/海外市場の拡大】
• 国内における再エネ等からの低炭素水素製造量を

最大限拡大しつつ、新たな資源国からの低炭素水

素輸入の取組が加速化され、更なるエネルギー供

給源の多様化と供給コストの低減が図られる。

• 水素関連インフラ技術や水電解技術の海外市場

の拡大に準じて、輸送・製造コストの低減が図られ

る。

• 需要のニーズに合わせた国内供給インフラ網が整備

される。

• 水素・アンモニア専焼発電やHard to Abate分野

の水素利用の商用展開・導入拡大が推進され、

低炭素水素の需要が更に拡大する。

①大規模

水素サプライ

チェーンの構築

②需要地水素

サプライチェーン

の構築

③水素ステー

ション

（HRS）の導

入拡大

④共通基盤整

備

輸入：大規模サプライチェーンの更なる拡大に伴う低

コスト化を図る。

発電：専焼技術の商用展開・導入拡大を推進する。

社会実装技術実証要素技術開発 共通基盤フェーズ： 青字：「数値目標・開発目標」

水素

アンモニア

凡例:

現状

水素自立期における確立した共通基盤、国際標準

化を維持・更新する。

市場形成の停滞はあるものの、経済安全保障等の重要性の高まりを受け、各国が水素サプライチェーン構築に向けた取り組みを推進

【HRSを含む国内インフラ網の

最適化と高度化の実現】
• 事業性のあるHRSが普及・拡大し、HRSを含む国内の

インフラ網が最適化。それに伴い、整備費・運営費のさ

らなる低コスト化の実現

• フォークリフト等の産業車両や建機、農機等の多様な

移動体を見据えた水素供給システムの構築

【水素自立に伴う共通基盤の維持・更新】
• 民間事業者を中心とした水素自立に伴う共通基盤の

維持・更新

• 革新的技術開発の継続的な実施

【水素市場動向に応じた規制合理化・適正化】
• 水素市場動向に応じた規制合理化・適正化を実施

【水素普及に伴う人材獲得の推進】
• 水素普及に伴い必要となる多くの人材の確保

【低コスト化、安全性・信頼性確保に向けた材料・革新的技術の開発】

【国内外での市場拡大】
• 海外だけでなく、国内を含めた水電解市場の拡大を推

進

【商用サプライチェーンの更なる拡大】
• 大規模サプライチェーンの更なる拡大による低コスト化を

図る

更なる低コスト化による社会実装の推進

国内供給コストの低減が必要

・現状：FCV導入遅延などにより、HRSの事業性が悪化しており、HRSの数も減

少している。

・目標：これまでの課題を踏まえたHRSシステムの最適化、低コスト化・高耐久・

信頼性向上を検討する。HRS向けの大流量・大容量技術、低コスト化技術開

発を実施する。

・事業性のあるHRSの更なる普及を目指し、HRSシステム最適化に向けた要素技

術開発・実証を実施する。

・フォークリフト等の産業車両や農機、建機等をはじめとする多様な移動体への水

素供給、充填システムを検討する。

・事業性のあるHRSの普及・拡大を図る。

・フォークリフト等の産業車両や建機、農機等の多様

な移動体を見据えた水素供給システムを構築する。

【政府の国際標準化戦略に基づく重点分野の戦略的推進と国内体制の構築・強化】
• 国際標準化戦略の重点分野を踏まえ、海外の重要機関との連携を見据えた推進計画の策定および組織的・人的体制の構築・強化を実施

• 重点領域における標準化を戦略的に推進するとともに、技術開発や市場動向を踏まえた戦略の定期的な見直しを実施

【国際標準の利用促進とメンテナンスの実施】
• 確立した国際標準の利用促進と業界団体等による動

向に合わせた標準化内容の更新

※解説書参照ページ



商用規模を想定したサプライチェーン構築実証を実施
「液化処理規模: 25t/d×2基, 大型貯槽液化水素貯蔵タンク: 5万m3」 

全般

基幹

技術
キャリア

要素

技術

海上輸

送（運

搬船）

実証サイトの設備増設による商用規模化・サプライチェーンを順次構築し、供給規模の更なる拡大

「液化処理規模: ~1000t/d, 大型液化水素貯蔵タンク: (20万m3)」

水素燃料船における

レシプロエンジンおよびMHFSの開発

実船実証

の実施

貯蔵容器の容積率・断熱性能の向上

脱炭素

化

貯蔵容

器

液化水素運搬船の設計最適化

商用規模の液化水素運搬船の実証実施

「容量：約4万m3（液化水素貯蔵タンク3基）/隻」

BOGを利用した更なる高効率化

コンパクト化・大出力化の設計と

商用化

商用規模の液化水素運搬船の市場ニーズに合わせた

段階的なスケールアップ

「容量：~4万m3×4基（16万m3/隻）」

技術開発のターゲット

技

術

開

発

課

題

液化水

素

※P57

液化水素貯蔵タンクの大型化に向けた技術開発（設計・組

立・溶接方法の開発など）
液化水素貯蔵タンクの安全性に関する技術開発

（材料評価手法の整備など）

大型液化水素貯蔵タンクむけの次世代鋼材の開発

商用規模の液化水素サプライチェーン拡充に伴い、国内基地の拡充

「液化水素貯蔵タンク容量：20万m3」大流量高圧ポンプの開発・技術実証

「水素発電に使用可能な圧力と流量」
キャビテーションへの対応などシステ

ムの高効率化

中流量・高圧力ポンプの商用化

大流量・高圧力ポンプの商用化

液化機の高効率化（動力回収型膨張タービン、Wetタービン、

磁気冷凍機等の開発）

「液化効率：既存液化原単位より50%減（効率向上） 」

液化機の大型化・高効率化に必要な遠心式水素圧縮機の技

術開発（大容量・高効率化）

商用規模のMCHサプライチェーンを順次構築し、供給規模の更なる拡充

液化システムの大型化に向けた技術開発・商用規模の導入実

証

サプライチェーン構築実証

（ライセンスパッケージ構築、品質規格案策定）

商用化

低コスト化に向けた技術開発・実証

（MCH直接電解合成製造技術の導入など）

コンテナ型の大型電解槽における実証

「大型電解槽：240 Nm3 H2/h ,1200 kW」

商用化

電解槽の低コスト化、高効率化、長寿命化、高ロバスト化研究開発、

電解槽の超大面積化、量産技術開発、検査技術、低コストシステム開発

超大面積CCM量産製造プロセス技術開発

主要部材の革新生産技術

革新的評価解析技術（シミュレーション、MI活用）

劣化メカニズム解明

実運転を想定した複数拠点における実証や

国内評価サイトの拡充

コストダウンに向けた材料開発、量産化技術開

発、標準化

量産製造技術の開発

大規模実証による信頼性評価、商用規模への

規模拡大

商用規模への拡大、拠点拡大、量産化によるコスト低減

システム標準化によるコスト低減

MCH脱水素技術のサプライチェーンへの導入

（実証によるコスト低減方法の確立）
商用化

高温～低温排熱を利用した脱水素プロセスの開発
実証運転実施

実証サイトの拡充

無機分離膜等によるトルエン分離技術開発

SOFC燃料利用率向上プロセス、システム技術開発

MCH脱水素反応にSOFC発電排熱を効率的に活用するため

の技術開発

各要素技術(SOFCスタック、分離膜、脱水素触媒など)のコスト

低減・耐久性確保

商用サイズシステム(数百kWクラス)による技術実証 量産化技術の確立、

量産化によるコスト低減

各要素技術(SOFCスタック、分離膜、脱水素触媒など)のコスト低減

システム効率の向上（内部消費電力の低減、水素利用率の

向上）

商用サイズシステムへのスケールアップ

低コスト化に向けた部材含む量産技術の

確立

排熱利用型中温領域（200～400℃）燃料電池開発（高出力化・高耐久化）

燃料電池アノードでの直接MCH脱水素技術開発触媒開発

長期耐久性実証の実施

MCHの海上輸送におけるIMO規定の積載容量制限の見直し

(ケミカルタンカーType3)

規制見直しによるコスト低減の実現

ポンプ

国内受

入設備

液化シ

ステム

 

液化水

素貯蔵

タンク

圧縮機

液化機

MCH

※P65

全般

MCH

利用燃

料電池

（SOF

C活用

型）

MCH

製造

脱水素技術

直接利

用技術

海上輸送（運搬）

MCH

直接電

解合成

製造

既存技

術

MCH

利用燃

料電池

（中温

型）

2水素インフラ技術開発ロードマップ

【①大規模水素サプライチェーンの構築（キャリア輸送 | 液化水素・MCH）】

2025 2030 2040 2050

技術実証段階
シーズ探索研究・基

礎研究段階

要素技術開発段

階

実用化に向けた技

術開発段階
凡例 :

安全性・品質向

上・規制見直し社会実装段階 青字：「数値目標・開発目標」

商用化

オイルタンカー適用に向けたIMOにおける新規規格策定

輸入：大規模サプライチェーンの構築に向けた大型化や高効率化などの

要素技術開発を実施し、その技術をもとにしたサプライチェーン実証により

技術検証を行う。

輸入：低炭素水素の本格普及にむけ、大規模サプライチェーンの導入拡大

を行い、更なる低コスト化を図る。

輸入：大規模サプライチェーンの更なる拡大に伴

う低コスト化を図る。

流量計測

MCH製造技術のサプライチェーンへの導入

（実証によるコスト低減方法の確立）

中温領域（200～400℃）で高いプロトン伝導、高耐久性を持つ電解質開発

中温領域（200～400℃）で作動する空気極触媒の高活性化、高耐久化、高ロバスト化

商用規模の液化水素貯蔵タンクの市場ニーズに合わせた

段階的なスケールアップ

2030年以降の普及拡大に備えた水素サプライチェーンの早期

立ち上げに資する技術開発・実証の推進
低炭素水素の本格導入に向けた国内供給インフラの整備 更なる低コスト化による社会実装の推進

極低温流動下の計測要素技術の検証

「15kg/min@35 Bar, 20K」

（計測課題調査、温度・圧力・密度・流量の極低温流動下にお

ける評価校正技術の開発、液化水素流動試験設備の構築）

液化水素実環境（液水運搬船・中

小規模SC）下での計測評価基盤

技術の構築

「計測精度：1 %達成」

大型商用液化水素運搬船や大

規模サプライチェーンへの拡充

極低温流体機械・機器評価ガイドラインの策定

実規模対応液水評価試験設備

「最大流量：2000 m3/h」

品質向上および安全性の向上

規制の適正化による低コスト化



基幹

技術
キャリア

要素

技術

技

術

開

発

課

題

アンモニ

ア

※P71

3水素インフラ技術開発ロードマップ

【①大規模水素サプライチェーンの構築（キャリア輸送 | アンモニア）】

技術開発のターゲット
輸入：大規模サプライチェーンの構築に向けた大型化や高効率化などの

要素技術開発を実施し、その技術をもとにしたサプライチェーン実証により

技術検証を行う。

輸入：低炭素水素の本格普及にむけ、大規模サプライチェーンの導入拡

大を行い、更なる低コスト化を図る。

輸入：大規模サプライチェーンの更なる拡大に伴

う低コスト化を図る。

2025 2030 2040 2050

技術実証段階
シーズ探索研究・基

礎研究段階

要素技術開発段

階

実用化に向けた技

術開発段階
凡例 :

安全性・品質向

上・規制見直し社会実装段階 青字：「数値目標・開発目標」

全般 「価格差に着目した支援」をベースとした燃料アンモニア大規模

サプライチェーンの構築に向けた実証・インフラ整備

「長期脱炭素電源オークション」の活用等によるアンモニア発電

を中心とした需要の拡がりに伴うサプライチェーンの拡大

アンモニアサプライチェーンの更なる拡大・

低コスト化の実現

低コスト化に資する革新的なアンモニア製造技術開発の実施
革新的なアンモニア製造による低コストな

アンモニア供給の実現

海上輸送（運搬

船）
実船導入・導入拡大

アンモニア船の開発・実船実証

（エンジン・燃料供給システム・船体設計など）

大型貯槽・パイプライン等からの

漏洩シミュレーション手法の開発・

保安に係るガイドラインの策定

サプライチェーン構築・拡張時にガイドライン参照、ガイドラインの見直し

大型アンモニア貯蔵タンクの大規模化に

関する技術開発・プラント実証

「タンク容量：4万t/1基」

国内受

入*6

商用展開

大型タン

ク（4万t

級）

規制合

理化・見

直し

アンモニア貯蔵タンクの更なる

大型化に関する技術開発・実証

「タンク容量：10万t/1基」

大型タン

ク（10万t

級）

商用展開

アンモニ

ア製造

新触

媒・プロ

セス開

発

高効率・低コストで合成可能な新触媒開発

（触媒活性向上、触媒の反応挙動の把握、工業化の検討など） 商用レベルでの

実証実施
商用サプライチェーンへの導入拡大

電解合

成 電解合成に必要な材料（触媒・還元剤等）および電解方式の開発・アンモニア電解合成システムの

開発

製造プロセスの構築と

実証実施

（電解セルシステムを

スケールアップ）
商用サプライチェーンへの導入拡大

更なる低コスト化にかかる技術開発

更なる低コスト化にかかる技術開発

高効率・低コスト化に向けたプロセス最適化

（反応器設計の最適化、触媒被毒・還元条件等を加味したプロセス設計など）

ATR触

媒分解

クラッキ

ング

 

ファーネス

方式（大

規模外部

加熱分

解）

蒸気/

排ガス

加熱方

式

ATR式の触媒およびプロセス開発
商用レベルでの

実証実施

更なる低コスト化にかかる技術開発

商用サプライチェーンへの導入拡大

実証機のプロセス設計・実証運転の実施

（プロセスおよび分解炉・分解管・

水素精製装置（PSA）などの開発）

商用レベルでの

実証実施後、商業機導入

更なる低コスト化にかかる技術開発

商用サプライチェーンへの導入拡大

実証プラントによる実証実施

窒化対策及びアンモニア分解触媒の耐久性の確立

商用機の大型化商用初号機導入

2030年以降の普及拡大に備えた水素サプライチェーンの早期

立ち上げに資する技術開発・実証の推進
低炭素水素の本格導入に向けた国内供給インフラの整備 更なる低コスト化による社会実装の推進



基幹

技術
燃料

要素

技術

技

術

開

発

課

題

水素発

電*6

※P78

混焼
（30vol%)

専焼

(100vol

%)

ガスター

ビン

（大規

模） 混焼
（30vol%

~)

2030年代後半にガス火力への30vol%混焼技術の商用化・導入拡大
水素30vol%混焼の発電所実機による

システム実証完了

水素30vol%超（50vol％）混焼の実機による

実証運転・システム実証の実施

マルチクラスター型ガスタービンの開発 水素専焼の実機実証運転実施

商用化・導入拡大

商用展開

ガスター

ビン

（中小

規模）

専焼

(100vol

%)

水素専焼向けガスタービンの開発・実用化

（拡散燃焼器（ウェット方式））

水素専焼向けガスタービンの開発・実用化

（予混合燃焼器（ドライ方式））

更なる低NOx仕様の燃焼器開発・実用化

ガスエンジン
燃焼技術開発・燃焼実証試験の実施 商用化・導入拡大

4水素インフラ技術開発ロードマップ

【①大規模水素サプライチェーンの構築（大規模発電）】

技術開発のターゲット

2025 2030 2040 2050

発電：混焼技術の社会実装に向けた実証や専焼技術の確立

を行う。

発電：水素供給インフラが構築されたのちの専焼技術の社会実

装に向け、高混焼や専焼技術の実証を推進する。

発電：専焼技術の社会実装に向け、高

混焼や専焼技術の実証を推進する。

技術実証段階
シーズ探索研究・基

礎研究段階

要素技術開発段

階

実用化に向けた技

術開発段階
凡例 :

安全性・品質向

上・規制見直し社会実装段階 青字：「数値目標・開発目標」

2030年以降の普及拡大に備えた水素サプライチェーンの早期

立ち上げに資する技術開発・実証の推進
低炭素水素の本格導入に向けた国内供給インフラの整備 更なる低コスト化による社会実装の推進

アンモニ

ア発電
*6

※P81

商用展開・燃転率の向上

混焼
（20cal%)

石炭ボ

イラ混

焼技術
（~1GW) 混焼

（50cal%~)
アンモニア50-60 cal%混焼の実機実証

商用インフラ整備 アンモニア20cal％石炭混焼技術の商用展開

大型

GTCC

（100M

W~)

専焼

(100cal

%)GT(中小

型）

アンモニア専焼ガス

タービンの技術開発
（小型は商用展開）

商用展開
商用インフラ整備

（初期インフラ活用による期間短縮）

アンモニア専焼燃焼器の開発・実証
商用インフラ

整備



技

術

開

発

課

題

製造

※P87

5水素インフラ技術開発ロードマップ

【②需要地サプライチェーンの構築（国内製造・国内輸送）】
2025 2030 2040 2050

基幹

技術
燃料

要素

技術

製造：将来的な国内水素製造量拡大に向けた水電解を中心

とした大規模かつ低コストな水素製造技術の確立。併せて、要

素技術・共通基盤技術の開発実施。

輸送：将来的な国内インフラ網の本格導入にむけて、多様な需

要側のユースケースへの対応を想定した輸送技術を確立。

製造：水電解技術市場を国内外一体に捉え、そのシェア獲得

に向けた、量産化・大型化と要素技術開発の進展による更なる

低コスト化を実現する。
「アルカリ形：6.6万円/kW (2040)*7 」「PEM型：5.7万円/KW(2040) *8 」

輸送：ハブ・アンド・スポークによる国内輸送インフラ網構築に向け

た低コストな輸送技術の実証を通じた技術立証を行う。地域に

おける自立分散型、地産地消型モデルの構築を推進する。

製造：国内外の水電解技術の市場拡大。

新たな水素製造技術の実証/社会実装を

推進する。

輸送：ハブ・アンド・スポークにより整備された

国内供給インフラを需要のニーズに合わせた

最適化を図り、更なる低コスト化を推進する。

技術開発のターゲット

技術実証段階
シーズ探索研究・基

礎研究段階

要素技術開発段

階

実用化に向けた技

術開発段階
凡例 :

安全性・品質向

上・規制適正化社会実装段階 青字：「数値目標・開発目標」

水電解
*5

アルカリ

型

大規模実機実証の推進

単一モジュール（数MW～10MW）からモジュール並列

（100MW級～）

PEM型
大規模実機実証の推進

単一モジュール（1MW～数MW）からモジュール並列

（100MW級～）

AEM/

SOEC型

大規模化に向けた技術開発・実証の推移

単一モジュール（1MW～数MW）からモジュール並列（10MW級～）

共通 数量効果による資本コスト低減

（量産のための標準規模の設

定、量産によるコスト低減）

系統・再エネからの電力供給の在り方、系統と一体化した再ｴﾈ

拡大に対する水電解の付加価値・系統制度設計、耐久性・運

転シーケンスの検証

投入電力・水素利用へ対応する水電解システムの量産仕様の

検討

電解槽の技術進展による

コスト低減

（効率向上、電流密度向

上、耐久性向上など）

設置コスト等の低減

（設置コスト低減、標

準仕様の設定）

評価解析プラットフォーム・共通基盤技術の利用促進
評価解析プラットフォームの構築・運用

共通基盤技術の開発

材料・部材開発、セルスタック、システムの技術開発、革新的な製

造プロセス技術開発

国内輸

送

P94

全般
需要家付近を中心に既存インフラ

（パイプライン、鉄道、内航船航路、ローリー・トレーラーなど）

の活用を含めた実証事業の推進

多様な需要家への供給インフラのさらなる整備 需要増に伴う国内供給インフラの拡大

パイプラインを中心とした国内輸送インフラ整備の構想・計画

の策定

導入実態と整合した国内輸送インフラ整備の計画

更新

パイプラ

イン

圧縮水

素

高圧水素パイプラインの導管材料の水素適

合性に関する技術開発

耐震設計を考慮した水素パイプライン用材料

の安全性評価技術の開発

共同溝等既存地下空間設置水素パイプラインの安全

性評価(無付臭)、科学的データの収集・立証、

大臣特認審査・承認 水素パイプライン設計方法の標準化及び基準化

(技術基準適合, 複合型管材も含め）

導管の大規模実証（付臭、安全施策、施工治具等を用い

た検証）、導入普及と耐震設計に関する研究開発
「既存ガス配管（技術）の水素パイプラインへの活用可能性を検証」

導入拡大

低コスト化・長期寿命化のための樹脂製導管の水素適合

性・耐震性のデータ取り・規格変更

国内基

準化

既存輸

送インフ

ラ（鉄

道・内

航船）

液化水素

（鉄道）

鉄道輸送用液化水素貯蔵タンクコンテナの開発

「30ft及び 40ftコンテナの開発」
実証を経て、段階的に導入・拡大

液化水素
（内航船）

需要拡大に伴い、段階的に導入・拡大

道路輸

送
圧縮水

素（ト

レーラ）

MEGC (Multiple Element Gas Container)

トレーラ導入に関する安全性・機能性に関する検

証・規格策定

基準改正

基準改正・実証を経て、段階的に順次導入
高積載MEGCトレーラの需要地水素サプライチェーンにおける

導入事業実証

「水素積載量比 国内標準（Type1）の4倍（850kg)」

高積載MEGCトレーラ向け複合容器の

国産化に向けた研究開発

液化水素
（ローリー）

需要拡大に伴い、段階的に導入・拡大

新たな

水素製

造技術

化学製

造
メタン直接分解（ターコイズ水素製造）技術の基礎研究開発

メタン直接分解技術の実用化の向

けた技術開発・実証事業
メタン直接分解技術の導入・普及

その他革新的製造技術の基礎研究開発

（電解還元/酸化有用物合成技術（化学品・医薬中間体等）など）

その他革新的製造技術の実用化

の向けた技術開発・実証事業
その他革新的製造技術の導入・普及

ソーラー

水素製造

ソーラー水素製造技術の基礎研究開発

（光触媒水分解、光電気化学水分解（PEC）など）

ソーラー水素製造技術の実用化の

向けた技術開発・実証事業
ソーラー水素製造技術の導入・普及

天然水

素

天然水素採掘他に関する基礎研究・基盤技術開発

資源量調査などの実施
事業化検討 商用運転パイロットプラント運転

高温ガ

ス炉*9

HTTRによる

水素製造試験

高温ガス炉（実証炉）運転開始実証炉に関する研究開発

実証炉の設計・許認可・建設工事など

2030年以降の普及拡大に備えた水素サプライチェーンの早期

立ち上げに資する技術開発・実証の推進
低炭素水素の本格導入に向けた国内供給インフラの整備 更なる低コスト化による社会実装の推進



技

術

開

発

課

題

6水素インフラ技術開発ロードマップ

【③水素ステーションの導入拡大（水素ステーション）】

技術開発のターゲット

2025 2030 2040 2050

・事業性のあるHRSの更なる普及を目指し、HRSシステム最適化に向けた

要素技術開発・実証をする。

・フォークリフト等の産業車両や農機、建機等をはじめとする多様な移動体

への水素供給、充填システムを検討する。

基幹

技術
区分

要素

技術 技術実証段階
シーズ探索研究・基

礎研究段階

要素技術開発段

階

実用化に向けた技

術開発段階
凡例 :

安全性・品質向

上・規制見直し社会実装段階 青字：「数値目標・開発目標」

・事業性のあるHRSの普及・拡大を図る。

・フォークリフト等の産業車両や建機、農機等の多

様な移動体を見据えた水素供給システムを構築

する。

HDV向

けHRS

に関す

る技術

開発
※P107

HDV向け充填プロトコルの開発
充填プロトコルの開発

開発したHDV向けプロトコルのISO等の国際標準への提案

大容量

化・大

流量化

技術

圧縮機 大流量・高頻度耐久の圧縮機の開発

（大容量ガスブースター式圧縮機など）
低コスト化に向けた技術開発・実証･実用化

液化水

素ポンプ 大流量・高頻度耐久の超高圧液化水素ポンプの開発

sLH2ス

テーショ

ン
商用実証（フリート走行）の

実施
導入・拡大

液化水

素ステー

ション

液化水

素ポンプ 大流量・高頻度耐久の液化水素ポンプの開発

安全性評価に係る要素技術検証

（差圧充填、sLH2充填検証）

充填課題技術検証

（差圧充填、sLH2充填検証）

ステーション基準の

整備

流量計
sLH2ステーション向け流量計の開発

・現状：FCV導入遅延などにより、現状HRSの事業性が悪化しており、

HRSの数も減少している。

・目標：これまでの課題を踏まえたHRSシステムの最適化、低コスト化・

高耐久・信頼性向上を検討。HRS向けの大流量・大容量技術、低コス

ト化技術開発を実施する。

2030年以降の普及拡大に備えた水素サプライチェーンの早期

立ち上げに資する技術開発・実証の推進
低炭素水素の本格導入に向けた国内供給インフラの整備 更なる低コスト化による社会実装の推進

HRS

全般

（LDV、

HDV共

通）
※P104

システム

最適化
HRSシステムの最適化/HRSを含むインフラ網の在り方の検討
例）LDV向け水素ステーションのシステム最適化、国内インフラ全体の

在り方、ケースごとのシナリオと代表的な仕様の検討など

システム

全般
HRSシステム最適化に向けた

要素技術開発・実証・実用化
✓ 例）標準化、モジュール化、コンパクト化 など

プレクー

リング
膨張タービン式プレクーリング技術の開発

高度

化・コス

ト低減

にかか

る技術

開発

革新的

技術

HRSの整備費、運営費低減に資する革新的機器の開発

（電気化学式水素ポンプの開発など）

部品・

材料の

耐久性

向上

ホース・シール材などの消耗品の耐久性の向上に

関する技術開発

「ホース・シール材の交換頻度３万回」

実機での実証・実用化

HRSの運用を通じたトラブル分析と分析結果の技術開発へのフィードバックの実施

規制見

直し

Ni当量規制見直しに向けた

材料物性データの整備
規制見直しに向けた

規格策定

HRSの保安規制の見直にむけた民間規格の策定

（定期点検周期の（見直し）延長、遠隔監視型

水素ST の保安監督者の兼任などの実現に向けた

安全対策の検討）

コスト低減に資する規制見直しに向けた科学的データの取得・実証

流量計 マルチフロー対応水素計量システム技術開発

「小流量0.1 kg/min～

MFツイン5.4 kg/min×2の計量」

コリオリ流量計の精度向上・大流量化

「OIML基準標準原器との器差規定の精度

(±1.5%)の達成」

HRSの運用データの計量精度検査へのフィードバック

フォークリフト等の産業車両や建機、農機など多様な移動体への供給システム・充填方法の検討多様な水素駆動移動体への水素

供給(充填)システムの開発

※P111
水素燃料船への液化水素

バンカリング自動化設備の

開発



技

術

開

発

課

題

安全

性・信

頼性の

確保お

よび低

コスト化

への寄

与
※P113

材料特

性評価

液水下

材料特

性評価

液化水素下では一般則基準に例示がないステンレス鋼材や

ステンレス鋼鋳鋼材を中空試験片材料評価により、材料特

性データを取得

材料の評価データの蓄積を継続し、液化水素関連の事業者へ

提供できる量の信頼性の高いデータを蓄積

水素利

用促進
※P116

サプライチェーン横断デジ

タルプラットフォーム開発 環境価値の可視化・流通のための水素サプライチェーン横断のデジタル基盤技術の構築 デジタルプラットフォーム利用拡大

7
水素インフラ技術開発ロードマップ

【④共通基盤整備（共通基盤技術・規制合理化・適正化・国際標準化）】

技術開発のターゲット

2025 2030 2040 2050

基幹

技術
区分

要素

技術

保安等に係る

規制合理化・適正化

※P117

技術開発・実証、商用化動向を踏まえた対応すべき

規制合理化・適正化の継続調査・検討

取得データに基づく設計・実証・商用化の開始

必要に応じて、省令改正・例示基準反映

取得データに基づく設計・実

証・商用化の開始

必要に応じて、省令改正・

例示基準反映

例）保安距離（K値）の設定、防液堤等防液処置の合理

化、漏洩検知の合理化、低コスト鋼材の仕様、遠隔監視ス

テーションにおける日常点検方法の合理化 など

技術実証段階
シーズ探索研究・基

礎研究段階

要素技術開発段

階

実用化に向けた技

術開発段階
凡例 :

安全性・品質向

上・規制見直し社会実装段階 青字：「数値目標・開発目標」

革新的技術開発 低コスト化、安全性・信頼性確保に向けた材料・革新的技術の研究開発
革新的技術開発テーマの実装に向けた

システム化・実証

黎明期における水素利用の安全性・信頼性の担保、低コスト化に資する

共通基盤技術の構築や規制合理化・適正化を実施。戦略的な国際標

準化推進のための体制を構築する。

導入普及期における安全性・信頼性確保に向けた共通基盤の活用展開、

規制合理化・適正化を実施。戦略的に重点分野の国際標準化を推進す

る。

水素自立期における確立した共通基盤、国際標

準化を維持・更新する。

材料開

発

鋼材開

発
炭素鋼・オーステナイト系鋼の適用性実証

（溶接の水素適合性評価、冷間加工材特性

評価など）

国内基準

への実装
国内基準の見直し

次世代鋼材の更なる適用範囲の拡大

水素適合性・疲労特性等に関する試験データベースの拡充

水素 ：水電解装置関連、液化水素関連、水素モビリティ・燃料電池関連、水素ガスタービン・エンジン関連 など

アンモニア：大型ボイラ など

分野別標準化戦略

における標準化項目

国際標

準化*2

国際標準化

※P118

燃料品

質

水素燃

料品質

規格化 MCH由来の水素中

の不純物による設備

への影響に関する実

証データの取得

新たな水素品質規格の策定

（ガスタービンやエンジン、水電

解、グレー水素含む）

各種産業向け水素性

状データの取得

水素品質規格の国際標準化推進

高圧ガス・液化水素

試験設備の整備

技術開発/実証・製品開発や品質データ、標準化データ取得に向けた

高圧ガス・液化水素試験設備・実証フィールドの整備
利用促進・ニーズに合わせた拡張実施

2030年以降の普及拡大に備えた水素サプライチェーンの早期

立ち上げに資する技術開発・実証の推進
低炭素水素の本格導入に向けた国内供給インフラの整備 更なる低コスト化による社会実装の推進

国際標準の利用促進とメンテナンスの実施
• 確立した国際標準の利用促進と業界団体等に

よる動向に合わせた標準化内容の更新

政府の国際標準化戦略に基づく重点分野の戦略的推進と国内体制の構築・強化
• 国際標準化戦略の重点分野を踏まえ、海外の重要機関との連携を見据えた推進計画の策定および組織的・人的体制の構築・強化を実施

• 重点領域における標準化を戦略的に推進するとともに、技術開発や市場動向を踏まえた戦略の定期的な見直しを実施



水素インフラ技術開発ロードマップ

【注釈一覧】

注釈

*1:水素を取り巻く国内外情勢と水素政策の現状について / 資源エネルギー庁/2024年9月

より引用。

*2: 2030年の水素供給コスト目標は港着価格であり、エンドユーザーまでの国内輸送やステー

ションにおける充填コストなどが含まれていないことに留意が必要。

*3:石油精製や苛性ソーダ・エチレンなどの化学製品の製造過程で副次的に発生する副生水

素や石油精製設備の設備余力を活用して追加的に製造する水素を含む。

*4:中心となる拠点（ハブ）に貨物や旅客を集約し、そこから放射状に伸びる各拠点（ス

ポーク）へ配送・輸送するネットワーク構造。ここでは水素供給・需要が集積する大規模・中

規模拠点（ハブ）からパイプライン・内航船・鉄道などで周辺地域へ配送・輸送することを指

す。

*5: 水電解技術については、NEDO水電解技術開発ロードマップ（2025年3月改訂）の内

容を要約した内容を記載している。詳しくは同ロードマップ参照。

*6:経済産業省総合資源エネルギー調査会 省エネルギー・新エネルギー分科会 水素・アンモ

ニア政策小委員会（第17回）「水素・アンモニアの社会実装に向けた 当面の課題と今後

の重点取組（案）」（ 2026年４月2１日）における「2040年までの今後の道行き」を一

部参照。

*7 : 総資本コスト目標。 条件としては、システム出口水素圧：3MPa、電解槽稼働圧力：

常圧～3MPa、電解槽稼働温度：80℃、電解液：KOH濃度6M水溶液。電力価格：

PV+系統で2.5円/kWh、設備利用率：40%または3.0円/kWh、設備利用率：70%の条

件で水素製造ｺｽﾄ18円/Nm3を達成するための目標値を記載。

*8: 総資本コスト目標。前提として、電力価格：PV+系統で2.5円/kWh、設備利用率：

40%または3.0円/kWh、設備利用率：70%の条件で水素製造ｺｽﾄ18円/Nm3を達成する

ための目標値を記載。前提とする運転条件は以下の通り。ｼｽﾃﾑ出口水素圧：3MPa、電

解槽稼働圧力：常圧～3MPa、電解槽稼働温度：80℃、変動運転（起動停止1日あた

り1回程度を含む）。

*9:経済産業省総合資源エネルギー調査会原子力小委員会 革新炉ワーキンググループ 「次

世代革新炉開発ロードマップ」（2026年4月8日）や日本原子力研究開発機構のHP内容

要約のうえ掲載。
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